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シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
第十五回勉強会（年表項目10：ビル・クリントン政権(1993-2001））の振り返り（７）：
Corporate Divestitureの要件の一つ：”It is more likely than not事象A”、即ち、「事象Aが起こらないことより起こることの方が尤（もっと）もらしい」というbelief表明 
20151113　rev.1　齋藤旬

　今週は短いものを書くことにした。先々週触れたCorporate Divestitureの要件の一つ。「なぜdivestするのか」の由 --- よし、理由と言えるほどの「理」は無い --- の説明、というか、「自分達のcorporateのvestを脱がせること」をjustifyするためのbelief表明、これについて説明する。

　具体例を見てみよう。ASML annual report 2003の174頁（F-34）「16. Income tax」
から抜粋：

Based on its analysis, management believes that it is more likely than not that all tax losses will be offset by future taxable income before the statute on loss compensation expires.
和訳すると：
経営陣は分析を行い、以下のbelieveを得た。即ち、「税欠損全額（直前の文章からこれは、EUR 842 million as of 31 December, 2003）が、欠損補填法令が定める猶予（直前の複数の文章からこれは、5年以内ないし20年以内）が失効する前に、将来課税所得によってoffset（相殺）される」という事象は、起こらないことより起こることの方が尤（もっと）もらしい。」とbelieveする。
･･･というbelief表明。

特徴的に使われるphraseから私はこれを、“it is more likely than not ”のbelief表明と呼んでいる。私が調べた限りでは、Corporate Divestitureを多用するIntelやASML等が発行するAnnual Reportには必ずこの“it is more likely than not ”のbelief表明が現れる。
重要英文法は二点：「このthanは前置詞でなく接続詞」「that節が二度参照されている」。即ちここでthat節は“it is more likely than not ”のitによって一度参照されているし、接続詞thanの直後のnotによって内容否定された上でもう一度参照されていると考えられる。

従って、that節を「事象A」と置き換えると、”It is more likely than not事象A”の意味は、「事象Aが起こらないことより起こることの方が尤（もっと）もらしい」ということになる。
無論、shareholders plenary（株主総会）で承認される必要がある。即ち、corporate経営役員達による“it is more likely than not” beliefは、株主総会で承認されてはじめて有効になる。

事象Aが合理的に“it is more likely than not ”と考えられるならば、どうと言うことはないが、西洋社会では、コラム１５７で示した「一般化されていない危険」を含む事象を、corporate経営役員達は“it is more likely than not ”と判断し、更に、一般人を含む株主達でさえもこのbeliefを承認し共有する。一般化されていない事象を一般人が「信じる」という不思議なことが起こる。
具体例を挙げると、脚注2で少し述べたが、先ほどの2003年のASMLによる“it is more likely than not ”belief表明がこれにあたる。2000年にASMLはSVG社（Silicon Valley Group (SVG), a US lithography equipment manufacturer）という紫外光エキシマレーザー技術を持つ会社をM&Aするinvestを行っている。それを、ASML傘下のpartnership等にdivestすることで計上される減損（impairment）に関して行われたのが、具体例として前掲の“it is more likely than not ”belief表明だ。
あるいは、先ほど「Corporate Divestitureを多用するIntel」と言ったが、Intelが行う“it is more likely than not ”belief表明は、そのほとんどが、1991年に世界初のCVC（Corporate Venture Capital）であるIntel CapitalをCayman Islandと米国Delaware州に二重設立して以来、このventure事業のために発生する減損(impairment)を前もって認識（forehand recognize）するために行ったものだ。
つまり、belief、信条、いわば「勘」の様なものに一般人から成る一般株主も同意を示す。コラム１５７で示した「一般化されていない危険」を一般人も受け入れるという、矛盾することが西洋社会では普通に行われている。
まっ、それほど西洋社会におけるcorporate経営者の勘が鋭いのだし、一般人もそういったcorporate経営者の手腕に「信頼」を寄せているということなのだが．．．。

兎に角ここまで来れば、西洋では、国家の税務当局もそのcorporate divestitureによるimpairment（減損）を、corporate税務会計上も認めることになる。そして以下に示したが、Intel Annual Report 2004 62pageにある様に、法定税率35%の約三分の一にあたる10.2%もの減税を獲得することが出来るのだ。
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さて、この様な「一般化されていない危険」を含む事象を扱うcorporate経営役員達への一般人からの「信頼」は何時どの様にして形成されたのか？

「何時？」の答えを言うと、コラム１６２で示した「Financial Timesのft.com/lexiconによれば：Definition of corporate divestiture」にあるexamplesからも推測されるが、「the late 1990s」だ。
また「どのようにして？」については、おなじみの「費用対効果の比較推移グラフ」を見て頂ければ、「the former 1990sに、独立系のVCやventureが成功例を増やしていく中で」ということが分かって頂けるだろう。
米国はIT産業革命という絶好機をとらえて成功例を増やし、「一般化されていない危険を一般人も受け入れる」「国家の税務当局もそういったcorporate divestitureによるimpairment（減損）をcorporate税務会計上も認める」という所までこぎ着けた。
日本は、IT産業革命という絶好機を取り逃がしてしまったが、iPS細胞やEV, Hybrid Carなど元気が残る産業ないし産業の種を活用し、corporate経済を舞台にして、この「一般化されていない危険を一般人も受け入れる」「国家の税務当局もそういったcorporate divestitureによるimpairment（減損）をcorporate税務会計上も認める」という潮流を生み出したいものだと、齋藤は痛切なまでに切望する。
さて、休刊の予定が結構長めのコラムを書いてしまった。来週は、埼玉県和光市にある財務省税務大学校で開催される公開セミナーに火水木と参加するので、今度こそ、「休刊」か「短めコラム」になると思う。
今週は以上。来週ないし再来週も請うご期待。
� 拙訳は� HYPERLINK "http://pub.idisk-just.com/fview/IiSrK-vOjjv6k86EA3hSebXVQ8ukVD-VqwiJYyRT_DiS-8TinhR5z4_Jn0shNWJqkmBP_a-yn_NZTWgkYkoGFqf2cvbCW_Jw5o6i03Xi-LayYCkqfPf6PASFB5W21yhn.doc" ��ここ�。


� この2003年の数年前にASMLはSVG社（Silicon Valley Group (SVG), a US lithography equipment manufacturer）という紫外光エキシマレーザー技術を持つ会社をM&Aするinvestを行っている。それを、ASML傘下のpartnership等にdivestすることによる減損（impairment）に関して行われたのが、この“it is more likely than not ”belief表明。


　今朝の日経新聞に「東芝　米原子力大手WH　減損1600億円 」という記事が載っていた。2006年に6000億円でM&AしたWestinghouse Electric Company LLCを今頃になってimpair（減損）させているということ。freedom of contract, freedom of accountingの普及に関する彼我の違いを感じるのは、私だけなのだろうか？
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